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第９１号議案 

   芦屋市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する

   条例の制定について

 芦屋市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例

を別紙のように定める。

   平成３０年１１月３０日提出 

芦屋市長 山 中  健

提案理由 

月若町地区及び大原町地区の地区計画の変更に伴い，区域内の建築物の制限を追加

するとともに，建築基準法及び同法施行令の一部改正に伴い，容積率の算定の基礎と

なる延べ面積に老人ホーム等の共用の廊下又は階段等を算入しないこととするため，

この条例を制定しようとするもの。 
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芦屋市条例第  号 

芦屋市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 

芦屋市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成１４年芦屋市条例第２７号）の一部を次のように改正す

る。 

次の表中下線又は太枠の表示部分（以下，改正前の欄にあっては「改正前部分」と，改正後の欄にあっては「改正後部分」

という。）については，次のとおりとする。 

(1) 改正前部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは，当該改正前部分を当該改正後部分に改める。 

(2) 改正前部分のみ存在するときは，当該改正前部分を削る。 

(3) 改正後部分のみ存在するときは，当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（建築物の容積率の最高限度） （建築物の容積率の最高限度） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ 前項に規定する延べ面積には，次の各号に掲げる建築物の部 

分の区分に応じ，当該敷地内の建築物の各階の床面積の合計に 

当該各号に定める割合を乗じて得た面積を限度として算入しな

い。 

(1)～(4) （略）  

(5) 貯水槽を設ける部分（第１１条第２項各号において「貯水 

槽設置部分」という。) １００分の１ 

(6) 宅配ボックス（配達された物品（荷受人が不在その他の事 

由により受け取ることができないものに限る。）の一時保管 

のための荷受箱をいう。）を設ける部分（第１１条第２項各 

号において「宅配ボックス設置部分」という。） １００分 

２ 前項に規定する延べ面積には，次の各号に掲げる建築物の部 

分の区分に応じ，当該敷地内の建築物の各階の床面積の合計に 

当該各号に定める割合を乗じて得た面積を限度として算入しな

い。 

(1)～(4) （略） 

(5) 貯水槽を設ける部分（第１１条第２項各号において「貯水 

槽設置部分」という。) １００分の１ 
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改正後 改正前 

の１ 

３ 第１項に規定する延べ面積には，建築物の地階でその天井が 

地盤面（建築物が周囲の地面と接する位置の平均の高さにおけ 

る水平面をいい，その接する位置の高低差が３メートルを超え 

る場合においては，その高低差３メートル以内ごとの平均の高 

さにおける水平面をいう。）からの高さ１メートル以下にある 

ものの住宅又は老人ホーム，福祉ホームその他これらに類する 

もの（以下「老人ホーム等」という。）の用途に供する部分（ 

エレベーターの昇降路の部分又は共同住宅若しくは老人ホーム

等の共用の廊下若しくは階段の用に供する部分を除く。以下こ 

の項において同じ。）の床面積は，当該建築物の住宅及び老人 

ホーム等の用途に供する部分の床面積の合計の３分の１を限度

として算入しない。 

３ 第１項に規定する延べ面積には，建築物の地階でその天井が 

地盤面（建築物が周囲の地面と接する位置の平均の高さにおけ 

る水平面をいい，その接する位置の高低差が３メートルを超え 

る場合においては，その高低差３メートル以内ごとの平均の高 

さにおける水平面をいう。）からの高さ１メートル以下にある 

ものの住宅又は老人ホーム，福祉ホームその他これらに類する 

もの（以下この項において「老人ホーム等」という。）の用途 

に供する部分（エレベーターの昇降路の部分又は共同住宅の共 

用の廊下若しくは階段の用に供する部分を除く。以下この項に 

おいて同じ。）の床面積は，当該建築物の住宅及び老人ホーム 

等の用途に供する部分の床面積の合計の３分の１を限度として

算入しない。 

４ 第１項に規定する延べ面積には，エレベーターの昇降路の部 

分又は共同住宅若しくは老人ホーム等の共用の廊下若しくは階

段の用に供する部分の床面積は，算入しない。 

４ 第１項に規定する延べ面積には，エレベーターの昇降路の部 

分又は共同住宅の共用の廊下若しくは階段の用に供する部分の

床面積は，算入しない。 

（建築物の建蔽率の最高限度） （建築物の建ぺい率の最高限度） 

第６条 建築物の建築面積（同一敷地内に２以上の建築物がある 

場合においては，その建築面積の合計）の敷地面積に対する割 

合（以下「建蔽率」という。）は，別表第２ア項の計画地区の 

区分に応じ，それぞれ同表エ（ア）項に掲げる数値を超えては 

ならない。 

第６条 建築物の建築面積（同一敷地内に２以上の建築物がある 

場合においては，その建築面積の合計）の敷地面積に対する割 

合（以下「建ぺい率」という。）は，別表第２ア項の計画地区 

の区分に応じ，それぞれ同表エ（ア）項に掲げる数値を超えて 

はならない。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

（既存の建築物に対する制限の緩和） （既存の建築物に対する制限の緩和） 

第１１条 （略） 第１１条 （略） 

２ 法第３条第２項の規定により第５条第１項の規定の適用を受

けない建築物について，次に掲げる範囲内において増築又は改 

築をする場合においては，法第３条第３項第３号及び第４号の 

２ 法第３条第２項の規定により第５条第１項の規定の適用を受

けない建築物について，次に掲げる範囲内において増築又は改 

築をする場合においては，法第３条第３項第３号及び第４号の 
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改正後 改正前 

規定にかかわらず，第５条第１項の規定は，適用しない。 規定にかかわらず，第５条第１項の規定は，適用しない。 

(1) 増築又は改築に係る部分が増築又は改築後においてエレベ

ーターの昇降路の部分（当該エレベーターの設置に付随して 

設けられる共同住宅又は老人ホーム等の共用の廊下又は階段

の用に供する部分を含む。），自動車車庫等部分，備蓄倉庫 

部分，蓄電池設置部分，自家発電設備設置部分，貯水槽設置 

部分又は宅配ボックス設置部分となること。 

(1) 増築又は改築に係る部分が増築又は改築後においてエレベ

ーターの昇降路の部分（当該エレベーターの設置に付随して 

設けられる共同住宅の共用の廊下又は階段の用に供する部分

を含む。），自動車車庫等部分，備蓄倉庫部分，蓄電池設置 

部分，自家発電設備設置部分又は貯水槽設置部分となること。

(2) 増築前におけるエレベーターの昇降路の部分，共同住宅又 

は老人ホーム等の共用の廊下又は階段の用に供する部分，自 

動車車庫等部分，備蓄倉庫部分，蓄電池設置部分，自家発電 

設備設置部分，貯水槽設置部分及び宅配ボックス設置部分以 

外の部分の床面積の合計が基準時における当該部分の床面積

の合計を超えないものであること。 

(2) 増築前におけるエレベーターの昇降路の部分，共同住宅の 

共用の廊下又は階段の用に供する部分，自動車車庫等部分， 

備蓄倉庫部分，蓄電池設置部分，自家発電設備設置部分及び 

貯水槽設置部分以外の部分の床面積の合計が基準時における

当該部分の床面積の合計を超えないものであること。 

(3) 増築又は改築後における自動車車庫等部分の床面積の合計，

備蓄倉庫部分の床面積の合計，蓄電池設置部分の床面積の合

計，自家発電設備設置部分の床面積の合計，貯水槽設置部分 

の床面積の合計又は宅配ボックス設置部分の床面積の合計 

（以下この号において「対象部分の床面積の合計」という。）

が，第５条第２項各号に掲げる建築物の部分の区分に応じ， 

増築又は改築後における当該建築物の床面積の合計に当該各

号に定める割合を乗じて得た面積（改築の場合において，基 

準時における対象部分の床面積の合計が同項各号に掲げる建

築物の部分の区分に応じ，基準時における当該建築物の床面 

積の合計に当該各号に定める割合を乗じて得た面積を超えて

いるときは，基準時における対象部分の床面積の合計）を超 

えないものであること。  

(3) 増築又は改築後における自動車車庫等部分の床面積の合計，

備蓄倉庫部分の床面積の合計，蓄電池設置部分の床面積の合

計，自家発電設備設置部分の床面積の合計又は貯水槽設置部 

分の床面積の合計（以下この号において「対象部分の床面積 

の合計」という。）が，第５条第２項各号に掲げる建築物の 

部分の区分に応じ，増築又は改築後における当該建築物の床 

面積の合計に当該各号に定める割合を乗じて得た面積（改築 

の場合において，基準時における対象部分の床面積の合計が 

同項各号に掲げる建築物の部分の区分に応じ，基準時におけ 

る当該建築物の床面積の合計に当該各号に定める割合を乗じ

て得た面積を超えているときは，基準時における対象部分の 

床面積の合計）を超えないものであること。  

３・４ （略） ３・４ （略） 

（建築物の敷地が２以上の計画地区にわたる場合の措置） （建築物の敷地が２以上の計画地区にわたる場合の措置） 
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改正後 改正前 

第１４条 （略） 第１４条 （略） 

２ 建築物の敷地が第５条第１項又は第６条第１項の規定による

建築物の容積率又は建蔽率に関する制限を受ける計画地区の２

以上にわたる場合においては，当該建築物の容積率又は建蔽率

は，第５条第１項又は第６条第１項の規定による当該各計画地 

区の建築物の容積率又は建蔽率の限度にその敷地の当該計画地

区内にある各部分の面積の敷地面積に対する割合を乗じて得た

ものの合計以下でなければならない。 

２ 建築物の敷地が第５条第１項又は第６条第１項の規定による

建築物の容積率又は建ぺい率に関する制限を受ける計画地区の

２以上にわたる場合においては，当該建築物の容積率又は建ぺ 

い率は，第５条第１項又は第６条第１項の規定による当該各計 

画地区の建築物の容積率又は建ぺい率の限度にその敷地の当該

計画地区内にある各部分の面積の敷地面積に対する割合を乗じ

て得たものの合計以下でなければならない。 

別表第１（第３条関係） 別表第１（第３条関係） 

地区整備計画の区域 地区整備計画の区域 

名称 区域 

1～15（略） （略） 

16 月若町地区地区整備計画区域 

（平成22年芦屋市告示第116号 決定）

（平成30年芦屋市告示第238号 変更）

（略） 

17 大原町地区地区整備計画区域 

（平成22年芦屋市告示第156号 決定）

（平成30年芦屋市告示第239号 変更）

（略） 

18～22（略） （略）

名称 区域 

1～15（略） （略） 

16 月若町地区地区整備計画区域 

（平成22年芦屋市告示第116号 決定） （略） 

17 大原町地区地区整備計画区域 

（平成22年芦屋市告示第156号 決定） （略） 

18～22（略） （略）

備考 （略） 備考 （略） 

別表第２（第４条―第９条関係） 別表第２（第４条―第９条関係） 

地区計画区域内の制限 地区計画区域内の制限 

１ 南芦屋浜地区地区整備計画区域 １ 南芦屋浜地区地区整備計画区域 

ア～ウ （略） 

エ 建蔽率 （略） 

オ～キ （略） 

ア～ウ（略） 

エ 建ぺい率 （略） 

オ～キ（略）

２ 楠町西地区地区整備計画区域 ２ 楠町西地区地区整備計画区域 
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改正後 改正前 

ア～ウ （略） 

エ 建蔽率 （略） 

オ～キ （略） 

ア～ウ（略）

エ 建ぺい率 （略） 

オ～キ（略）

３ 浜風町南地区地区整備計画区域 ３ 浜風町南地区地区整備計画区域 

ア～ウ （略） 

エ 建蔽率 （略） 

オ～キ （略） 

ア～ウ（略） 

エ 建ぺい率 （略） 

オ～キ（略） 

４ 潮見町南地区地区整備計画区域 ４ 潮見町南地区地区整備計画区域 

ア～ウ （略） 

エ 建蔽率 （略） 

オ～キ （略）

ア～ウ（略） 

エ 建ぺい率 （略） 

オ～キ（略）

５ 緑町西地区地区整備計画区域 ５ 緑町西地区地区整備計画区域 

ア～ウ （略） 

エ 建蔽率 （略） 

オ～キ （略）

ア～ウ（略） 

エ 建ぺい率 （略） 

オ～キ（略）

６ 業平町地区地区整備計画区域 ６ 業平町地区地区整備計画区域 

ア～ウ （略） 

エ 建蔽率 （略） 

オ～キ （略）

ア～ウ（略） 

エ 建ぺい率 （略） 

オ～キ（略）

７ 浜風町第２地区地区整備計画区域 ７ 浜風町第２地区地区整備計画区域 

ア～ウ （略） 

エ 建蔽率 （略） 

オ～キ （略）

ア～ウ（略） 

エ 建ぺい率 （略）  

オ～キ（略）

８ 若宮町地区地区整備計画区域 ８ 若宮町地区地区整備計画区域 

ア～ウ （略） 

エ 建蔽率 （略）  

ア～ウ（略） 

エ 建ぺい率 （略） 



91-7 

9
1
-
7 

改正後 改正前 

オ～キ （略） オ～キ（略）

９ 奥池町地区地区整備計画区域 ９ 奥池町地区地区整備計画区域 

ア～ウ （略）

エ 建蔽率 （略）

オ～キ （略）

１０ 奥池南町地区地区整備計画区域 

ア～ウ（略）

エ 建ぺい率 （略）

オ～キ（略）

１０ 奥池南町地区地区整備計画区域 

ア～ウ（略） 

エ 建蔽率 （略） 

オ～キ（略）

ア～ウ（略） 

エ 建ぺい率 （略） 

オ～キ（略）

１１ 六麓荘町地区地区整備計画区域 １１ 六麓荘町地区地区整備計画区域 

ア～ウ （略）

エ 建蔽率 （略） 

オ～キ （略）

ア～ウ（略）

エ 建ぺい率 （略） 

オ～キ（略）

１２ 新浜住宅地区地区整備計画区域 １２ 新浜住宅地区地区整備計画区域 

ア～ウ （略） 

エ 建蔽率 （略） 

オ～キ （略）

ア～ウ（略） 

エ 建ぺい率 （略） 

オ～キ（略）

１３ 高浜町南地区地区整備計画区域 １３ 高浜町南地区地区整備計画区域 

ア～ウ （略） 

エ 建蔽率 （略） 

オ～キ （略）

ア～ウ（略） 

エ 建ぺい率 （略） 

オ～キ（略）

１４ 松ノ内町地区地区整備計画区域 

ア計画地区の区分 住宅地区 山手幹線沿道地区 

イ

・

ウ

（略） 

エ建蔽率 （略） 

１４ 松ノ内町地区地区整備計画区域 

ア計画地区の区分 住宅地区 山手幹線沿道地区 

イ

・

ウ

（略） 

エ建ぺい率 （略） 
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改正後 改正前 

オ（略） 

カ建築物等

の外壁等

の面から

敷地境界

線等まで

の距離 

(ア) 距離

の最低限

度 

隣地境界線から建築

物の外壁等の面まで

の距離は，次に掲げ

るとおりとする。 

(1)・(2) (略) 

(3) 敷地面積が５

００平方メートル

以上の場合は，２

メートル。ただし，

建築物の高さが１

０メートル以下の

場合又は当該敷地

の隣地境界線から

水平距離２メート

ル後退した線と道

路境界線とで囲ま

れた部分の面積の

敷地面積に対する

割合が，建築基準

法令の規定で定め

られた建蔽率未満

の場合は１．５メ

ートル 

隣地境界線から建築

物の外壁等の面まで

の距離は，次に掲げ 

るとおりとする。 

(1)～(3) (略) 

(4) 前３号の規定

にかかわらず，建 

築物の高さが１２

メートルを超える

場合は２メートル。

ただし，当該敷地 

の隣地境界線から

水平距離２メート

ル後退した線と道

路境界線とで囲ま

れた部分の面積の

敷地面積に対する

割合が，建築基準 

法令の規定で定め

られた建蔽率未満

の場合は１．５メ 

ートル 

(イ) 適用

除外 

（略） 

キ（略） 

オ（略） 

カ建築物等

の外壁等

の面から

敷地境界

線等まで

の距離 

(ア) 距離

の最低限

度 

隣地境界線から建築

物の外壁等の面まで

の距離は，次に掲げ

るとおりとする。 

(1)・(2) (略) 

(3) 敷地面積が５

００平方メートル

以上の場合は，２

メートル。ただし，

建築物の高さが１

０メートル以下の

場合又は当該敷地

の隣地境界線から

水平距離２メート

ル後退した線と道

路境界線とで囲ま

れた部分の面積の

敷地面積に対する

割合が，建築基準

法令の規定で定め

られた建ぺい率未

満の場合は１．５

メートル 

隣地境界線から建築

物の外壁等の面まで

の距離は，次に掲げ 

るとおりとする。 

(1)～(3) (略) 

(4) 前３号の規定

にかかわらず，建 

築物の高さが１２

メートルを超える

場合は２メートル。

ただし，当該敷地 

の隣地境界線から

水平距離２メート

ル後退した線と道

路境界線とで囲ま

れた部分の面積の

敷地面積に対する

割合が，建築基準 

法令の規定で定め

られた建ぺい率未

満の場合は１．５ 

メートル 

(イ) 適用

除外 

（略） 

キ（略） 

１５ 翠ケ丘町地区地区整備計画区域 １５ 翠ケ丘町地区地区整備計画区域 

ア計画地区の区分 A地区（戸建て住宅B地区（山手幹C地区（中低層 ア計画地区の区分 A地区（戸建て住宅B地区（山手幹C地区（中低層
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地区） 線沿道地区） 住宅地区） 

イ

・

ウ

（略） 

エ建蔽率 （略） 

オ（略） 

カ建築物等

の外壁等

の面から

敷地境界

線等まで

の距離 

(ア) 

距離

の最

低限

度 

隣地境界線から建

築物の外壁等の面

までの距離は，次 

に掲げるとおりと

する。 

(1) (略) 

(2) 敷地面積が

５００平方メー

トル以上の場合

は，２メートル。

ただし，建築物 

の高さが１０メ

ートル以下の場

合又は当該敷地

の隣地境界線か

ら水平距離２メ

ートル後退した

線と道路境界線

とで囲まれた部

分の面積の敷地

面積に対する割

合が，建築基準 

法令の規定で定

隣地境界線から建築物の外

壁等の面までの距離は，次 

に掲げるとおりとする。 

(1)・(2) (略) 

(3) 前２号の規定にかか

わらず，建築物の高さが 

１２メートルを超える場

合は２メートル。ただし，

当該敷地の隣地境界線か

ら水平距離２メートル後

退した線と道路境界線と

で囲まれた部分の面積の

敷地面積に対する割合が，

建築基準法令の規定で定

められた建蔽率未満の場

合は１．５メートル 

地区） 線沿道地区） 住宅地区） 

イ

・

ウ

（略） 

エ建ぺい率 （略） 

オ（略） 

カ建築物等

の外壁等

の面から

敷地境界

線等まで

の距離 

(ア) 

距離

の最

低限

度 

隣地境界線から建

築物の外壁等の面

までの距離は，次 

に掲げるとおりと

する。 

(1) (略) 

(2) 敷地面積が

５００平方メー

トル以上の場合

は，２メートル。

ただし，建築物 

の高さが１０メ

ートル以下の場

合又は当該敷地

の隣地境界線か

ら水平距離２メ

ートル後退した

線と道路境界線

とで囲まれた部

分の面積の敷地

面積に対する割

合が，建築基準 

法令の規定で定

隣地境界線から建築物の外

壁等の面までの距離は，次 

に掲げるとおりとする。 

(1)・(2) (略) 

(3) 前２号の規定にかか

わらず，建築物の高さが 

１２メートルを超える場

合は２メートル。ただし，

当該敷地の隣地境界線か

ら水平距離２メートル後

退した線と道路境界線と

で囲まれた部分の面積の

敷地面積に対する割合が，

建築基準法令の規定で定

められた建ぺい率未満の

場合は１．５メートル 
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められた建蔽率

未満の場合は１．

５メートル 

(イ) 

適用

除外

（略） 

キ（略） 

められた建ぺい

率未満の場合は

１．５メートル 

(イ) 

適用

除外

（略） 

キ（略） 

１６ 月若町地区地区整備計画区域 １６ 月若町地区地区整備計画区域 

ア 計画地区の

区分 

低層住宅地

区 

住宅地区 山手幹線沿

道地区 

駅前地区 

イ 建築しては

ならない建

築物 

  （略） （略） (1)～(8)

(略) 

(9) 葬儀

を主たる

目的とす

る建築物

(10) ナ

イトクラ

ブその他

これらに

類する令

第１３０

条の７の

３で定め

るもの 

(11) ダ

ンスホー

ル 

ウ （略） 

ア 計画地区の

区分 

低層住宅地

区 

住宅地区 山手幹線沿

道地区 

駅前地区 

イ 建築しては

ならない建

築物 

  （略） （略） (1)～(8)

(略) 

(9) 葬儀

を主たる

目的とす

る建築物

ウ （略） 
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エ 建蔽率 （略） 

オ

～

キ 

（略）

エ 建ぺい率 （略） 

オ

～

キ 

（略）

１７ 大原町地区地区整備計画区域 １７ 大原町地区地区整備計画区域 

ア 計画地区の区分 住宅地区 幹線道路沿道

地区 

近隣商業地区

イ 建築してはならな

い建築物 

（略） (1)・(2) (略) 

(3) 葬儀を主たる目的と

する建築物 

(4) ナイトクラブその他

これらに類する令第１３

０条の７の３で定めるも

の 

(5) ダンスホール 

ウ （略） 

エ 建蔽率 （略） 

オ （略） 

カ 建築物等の

外壁等の面

から敷地境

界線等まで

の距離 

(ア) 

距離

の最

低限

度 

隣地境界線から

建築物の外壁等

の面までの距離

は，次に掲げる

とおりとする。

(1) (略) 

(2) 敷地面積

が５００平方

メートル以上

の場合は，２

メートル。た

ア 計画地区の区分 住宅地区 幹線道路沿道

地区 

近隣商業地区

イ 建築してはならな

い建築物 

（略） (1)・(2) (略) 

(3) 葬儀を主たる目的と

する建築物 

ウ （略） 

エ 建ぺい率 （略） 

オ （略） 

カ 建築物等の

外壁等の面

から敷地境

界線等まで

の距離 

(ア) 

距離

の最

低限

度 

隣地境界線から

建築物の外壁等

の面までの距離

は，次に掲げる

とおりとする。

(1) (略) 

(2) 敷地面積

が５００平方

メートル以上

の場合は，２

メートル。た
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   だし，建築物

の高さが１０

メートル以下

の場合又は当

該敷地の隣地

境界線から水

平距離２メー

トル後退した

線と道路境界

線とで囲まれ

た部分の面積

の敷地面積に

対する割合

が，建築基準

法令の規定で

定められた建

蔽率未満の場

合は１．５メ

ートル 

(イ) 

適用

除外

（略） 

キ （略） 

   だし，建築物

の高さが１０

メートル以下

の場合又は当

該敷地の隣地

境界線から水

平距離２メー

トル後退した

線と道路境界

線とで囲まれ

た部分の面積

の敷地面積に

対する割合

が，建築基準

法令の規定で

定められた建

ぺい率未満の

場合は１．５

メートル 

(イ) 

適用

除外

（略） 

キ （略） 

１８ 船戸町地区地区整備計画区域 

ア 計画地区の区分住宅地区 山手幹線沿道地区 近隣商

業地区 

イ 

・ 

ウ 

（略） 

１８ 船戸町地区地区整備計画区域 

ア 計画地区の区分住宅地区 山手幹線沿道地区 近隣商

業地区 

イ 

・ 

ウ 

（略） 
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エ 建蔽率 （略） 

オ （略） 

カ 建築物等

の外壁等

の面から

敷地境界

線等まで

の距離 

(ア) 

距離

の最

低限

度 

隣地境界線から建

築物の外壁等の面

までの距離は，次 

に掲げるとおりと

する。 

(1)・(2) (略) 

(3) 敷地面積が

５００平方メー

トル以上の場合

は，２メートル。

ただし，建築物 

の高さが１０メ

ートル以下の場

合又は当該敷地

の隣地境界線か

ら水平距離２メ

ートル後退した

線と道路境界線

とで囲まれた部

分の面積の敷地

面積に対する割

合が，建築基準 

法令の規定で定

められた建蔽率

未満の場合は１．

５メートル 

隣地境界線から建

築物の外壁等の面

までの距離は，次 

に掲げるとおりと

する。 

(1)・(2) (略) 

(3) 敷地面積が

５００平方メー

トル以上の場合

は，２メートル。

ただし，建築物 

の高さが１２メ

ートル以下の場

合又は当該敷地

の隣地境界線か

ら水平距離２メ

ートル後退した

線と道路境界線

とで囲まれた部

分の面積の敷地

面積に対する割

合が，建築基準 

法令の規定で定

められた建蔽率

未満の場合は１．

５メートル 

(イ)  

エ 建ぺい率（略） 

オ （略） 

カ 建築物等

の外壁等

の面から

敷地境界

線等まで

の距離 

(ア) 

距離

の最

低限

度 

隣地境界線から建

築物の外壁等の面

までの距離は，次 

に掲げるとおりと

する。 

(1)・(2) (略) 

(3) 敷地面積が

５００平方メー

トル以上の場合

は，２メートル。

ただし，建築物 

の高さが１０メ

ートル以下の場

合又は当該敷地

の隣地境界線か

ら水平距離２メ

ートル後退した

線と道路境界線

とで囲まれた部

分の面積の敷地

面積に対する割

合が，建築基準 

法令の規定で定

められた建ぺい

率未満の場合は

１．５メートル 

隣地境界線から建

築物の外壁等の面

までの距離は，次 

に掲げるとおりと

する。 

(1)・(2) (略) 

(3) 敷地面積が

５００平方メー

トル以上の場合

は，２メートル。

ただし，建築物 

の高さが１２メ

ートル以下の場

合又は当該敷地

の隣地境界線か

ら水平距離２メ

ートル後退した

線と道路境界線

とで囲まれた部

分の面積の敷地

面積に対する割

合が，建築基準 

法令の規定で定

められた建ぺい

率未満の場合は

１．５メートル 

(イ)  
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適用

除外

（略） 

キ （略） 

適用

除外

（略） 

キ （略） 

１９ 三条南町地区地区整備計画区域 １９ 三条南町地区地区整備計画区域 

ア～ウ （略） 

エ 建蔽率 （略） 

オ～キ （略） 

ア～ウ（略） 

エ 建ぺい率 （略） 

オ～キ（略）

２０ 西芦屋町地区地区整備計画区域 ２０ 西芦屋町地区地区整備計画区域 

ア 計画地区の区分 全域 

イ

・ 

ウ 

（略） 

エ 建蔽率 （略） 

オ （略） 

カ 建築物等

の外壁等

の面から

敷地境界

線等まで

の距離 

(ア) 

距離

の最

低限

度 

隣地境界線から建築物の外壁等の面までの距

離は，次に掲げるとおりとする。 

(1)・(2) (略) 

(3) 敷地面積が５００平方メートル以上の 

場合は，２メートル。ただし，建築物の高 

さが１０メートル以下の場合又は当該敷地

の隣地境界線から水平距離２メートル後退

した線と道路境界線とで囲まれた部分の面

積の敷地面積に対する割合が，建築基準法 

令の規定で定められた建蔽率未満の場合は

１．５メートル 

(イ) 

適用

除外

（略） 

ア 計画地区の区分 全域 

イ

・ 

ウ 

（略） 

エ 建ぺい率 （略） 

オ （略） 

カ 建築物等

の外壁等

の面から

敷地境界

線等まで

の距離 

(ア) 

距離

の最

低限

度 

隣地境界線から建築物の外壁等の面までの距

離は，次に掲げるとおりとする。 

(1)・(2) (略) 

(3) 敷地面積が５００平方メートル以上の 

場合は，２メートル。ただし，建築物の高 

さが１０メートル以下の場合又は当該敷地

の隣地境界線から水平距離２メートル後退

した線と道路境界線とで囲まれた部分の面

積の敷地面積に対する割合が，建築基準法 

令の規定で定められた建ぺい率未満の場合

は１．５メートル 

(イ) 

適用

除外

（略） 
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キ （略） キ （略）

２１ 浜風町１街区地区整備計画区域 ２１ 浜風町１街区地区整備計画区域 

ア～ウ （略）

エ 建蔽率 （略） 

オ～キ （略）

ア～ウ（略） 

エ 建ぺい率 （略） 

オ～キ（略）

２２ 親王塚町地区地区整備計画区域 

ア計画地区の区分 A地区 B地区 

イ

・

ウ

（略） 

エ建蔽率 （略） 

オ（略） 

カ建築物等

の外壁等

の面から

敷地境界

線等まで

の距離 

(ア) 

距離

の最

低限

度 

隣地境界線から建築物

の外壁等の面までの距

離は，次に掲げるとお

りとする。 

(1)・(2) (略) 

(3) 敷地面積が５０

０平方メートル以上

の場合は，２メート

ル。ただし，建築物

の高さが１０メート

ル以下の場合又は当

該敷地の隣地境界線

から水平距離２メー

トル後退した線と道

路境界線とで囲まれ

た部分の面積の敷地 

隣地境界線から建築物 

の外壁等の面までの距 

離は，次に掲げるとお 

りとする。 

(1)・(2) (略) 

(3) 敷地面積が５０

０平方メートル以上

の場合は，２メート

ル。ただし，建築物 

の高さが１０メート

ル以下の場合又は当

該敷地の隣地境界線

から水平距離２メー

トル後退した線と道

路境界線とで囲まれ

た部分の面積の敷地 

２２ 親王塚町地区地区整備計画区域 

ア計画地区の区分 A地区 B地区 

イ

・

ウ

（略） 

エ建ぺい率（略） 

オ（略） 

カ建築物等

の外壁等

の面から

敷地境界

線等まで

の距離 

(ア) 

距離

の最

低限

度 

隣地境界線から建築物

の外壁等の面までの距

離は，次に掲げるとお

りとする。 

(1)・(2) (略) 

(3) 敷地面積が５０

０平方メートル以上

の場合は，２メート

ル。ただし，建築物

の高さが１０メート

ル以下の場合又は当

該敷地の隣地境界線

から水平距離２メー

トル後退した線と道

路境界線とで囲まれ

た部分の面積の敷地

隣地境界線から建築物 

の外壁等の面までの距 

離は，次に掲げるとお 

りとする。 

(1)・(2) (略) 

(3) 敷地面積が５０

０平方メートル以上

の場合は，２メート

ル。ただし，建築物 

の高さが１０メート

ル以下の場合又は当

該敷地の隣地境界線

から水平距離２メー

トル後退した線と道

路境界線とで囲まれ

た部分の面積の敷地
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9
1
-
1
6 

改正後 改正前 

面積に対する割合が，

建築基準法令の規定

で定められた建蔽率

未満の場合は１．５ 

メートル 

面積に対する割合が，

建築基準法令の規定

で定められた建蔽率

未満の場合は１．５ 

メートル 

(イ) 

適用

除外 

（略） 

キ（略） 

面積に対する割合が，

建築基準法令の規定

で定められた建ぺい

率未満の場合は１． 

５メートル 

面積に対する割合が，

建築基準法令の規定

で定められた建ぺい

率未満の場合は１． 

５メートル 

(イ) 

適用

除外 

（略） 

キ（略） 

附 則 

この条例は，公布の日から施行する。  
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参 照 １

芦屋市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正要綱 

１ 改正の趣旨 

月若町地区及び大原町地区の地区計画の変更に伴い，区域内の建築物の制限を追

加するとともに，建築基準法及び同法施行令の一部改正に伴い，容積率の算定の基

礎となる延べ面積に老人ホーム等の共用の廊下又は階段等を算入しないこととす

るため，この条例を制定しようとするもの。 

２ 改正の内容 

(1) 次に掲げる建築物の部分を建築物の容積率の算定の基礎となる延べ面積に算

入しないこととする。（第５条関係） 

ア 宅配ボックスを設ける部分（１００分の１を乗じて得た面積を限度とする。）

イ 老人ホーム等の共用の廊下又は階段 

 (2) 容積率の最高限度の適用を受けない既存不適格の建築物について，増築又は改 

築後も容積率の最高限度の規定の適用を受けない範囲に，宅配ボックスを設ける

部分及び老人ホーム等の共用の廊下又は階段を加える。（第１１条関係） 

(3) 都市計画決定の告示番号の追加（別表第１関係） 

月若町地区及び大原町地区の地区計画の変更に伴い，変更告示の告示番号を加 

える。 

(4) 建築してはならない建築物の追加（別表第２関係） 

ア 月若町地区の地区計画の変更に伴い，駅前地区における建築してはならない

建築物にナイトクラブ，ダンスホール等を加える。 

イ 大原町地区の地区計画の変更に伴い，近隣商業地区における建築してはなら

ない建築物にナイトクラブ，ダンスホール等を加える。 

(5) その他規定の整理 

３ 施行期日 

公布の日 
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参 照 ２

建築基準法抜粋 

（容積率） 

第５２条 （第１項省略） 

（第２項省略） 

３ 第１項（ただし書を除く。），前項，第７項，第１２項及び第１４項，第５７条の

２第３項第２号，第５７条の３第２項，第５９条第１項及び第３項，第５９条の２

第１項，第６０条第１項，第６０条の２第１項及び第４項，第６８条の３第１項，

第６８条の４，第６８条の５（第２号イを除く。第６項において同じ。），第６８条

の５の２（第２号イを除く。第６項において同じ。），第６８条の５の３第１項（第

１号ロを除く。第６項において同じ。），第６８条の５の４（ただし書及び第１号ロ

を除く。），第６８条の５の５第１項第１号ロ，第６８条の８，第６８条の９第１項，

第８６条第３項及び第４項，第８６条の２第２項及び第３項，第８６条の５第３項

並びに第８６条の６第１項に規定する建築物の容積率（第５９条第１項，第６０条

の２第１項及び第６８条の９第１項に規定するものについては，建築物の容積率の

最高限度に係る場合に限る。第６項において同じ。）の算定の基礎となる延べ面積

には，建築物の地階でその天井が地盤面からの高さ１メートル以下にあるものの住

宅又は老人ホーム，福祉ホームその他これらに類するもの（以下この項及び第６項

において「老人ホーム等」という。）の用途に供する部分（第６項の政令で定める

昇降機の昇降路の部分又は共同住宅若しくは老人ホーム等の共用の廊下若しくは

階段の用に供する部分を除く。以下この項において同じ。）の床面積（当該床面積

が当該建築物の住宅及び老人ホーム等の用途に供する部分の床面積の合計の３分

の１を超える場合においては，当該建築物の住宅及び老人ホーム等の用途に供する

部分の床面積の合計の３分の１）は，算入しないものとする。 

（第４項及び第５項省略） 

６ 第１項，第２項，次項，第１２項及び第１４項，第５７条の２第３項第２号，第

５７条の３第２項，第５９条第１項及び第３項，第５９条の２第１項，第６０条第

１項，第６０条の２第１項及び第４項，第６８条の３第１項，第６８条の４，第６

８条の５，第６８条の５の２，第６８条の５の３第１項，第６８条の５の４（第１
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号ロを除く。)，第６８条の５の５第１項第１号ロ，第６８条の８，第６８条の９

第１項，第８６条第３項及び第４項，第８６条の２第２項及び第３項，第８６条の

５第３項並びに第８６条の６第 1項に規定する建築物の容積率の算定の基礎となる

延べ面積には，政令で定める昇降機の昇降路の部分又は共同住宅若しくは老人ホー

ム等の共用の廊下若しくは階段の用に供する部分の床面積は，算入しないものとす

る。 

（第７項から第１５項まで省略） 

建築基準法施行令抜粋 

（面積，高さ等の算定方法） 

第２条 次の各号に掲げる面積，高さ及び階数の算定方法は，それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

（第１号から第３号まで省略） 

(4) 延べ面積 建築物の各階の床面積の合計による。ただし，法第５２条第１項に

規定する延べ面積（建築物の容積率の最低限度に関する規制に係る当該容積率の

算定の基礎となる延べ面積を除く。）には，次に掲げる建築物の部分の床面積を

算入しない。 

(イからホまで省略） 

ヘ 宅配ボックス（配達された物品（荷受人が不在その他の事由により受け取る

ことができないものに限る。）の一時保管のための荷受箱をいう。）を設ける

部分（第３項第６号及び第１３７条の８において「宅配ボックス設置部分」と

いう。） 

（第５号から第８号まで省略） 

（第２項省略） 

３ 第１項第４号ただし書の規定は，次の各号に掲げる建築物の部分の区分に応じ，

当該敷地内の建築物の各階の床面積の合計（同一敷地内に２以上の建築物がある場

合においては，それらの建築物の各階の床面積の合計の和）に当該各号に定める割

合を乗じて得た面積を限度として適用するものとする。 

（第１号から第５号まで省略） 

(6) 宅配ボックス設置部分 １００分の１ 
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（第４項省略） 

（第二種住居地域及び工業地域内に建築してはならない建築物） 

第１３０条の７の３ 法別表第２（へ）項第３号及び（を）項第４号（法第８７条第

２項又は第３項において法第４８条第６項及び第１２項の規定を準用する場合を

含む。）の規定により政令で定める建築物は，客にダンスをさせ，かつ，客に飲食

をさせる営業（客の接待をするものを除く。）を営む施設（ナイトクラブを除く。）

とする。 

（容積率関係） 

第１３７条の８ 法第３条第２項の規定により法第５２条第１項，第２項若しくは第

７項又は法第６０条第１項（建築物の高さに係る部分を除く。）の規定の適用を受

けない建築物について法第８６条の７第１項の規定により政令で定める範囲は，増

築及び改築については，次に定めるところによる。 

(1) 増築又は改築に係る部分が増築又は改築後においてエレベーターの昇降路の部

分（当該エレベーターの設置に付随して設けられる共同住宅又は老人ホーム等（法

第５２条第３項に規定する老人ホーム等をいう。次号において同じ。）の共用の廊

下又は階段の用に供する部分を含む。），自動車車庫等部分，備蓄倉庫部分，蓄電

池設置部分，自家発電設備設置部分，貯水槽設置部分又は宅配ボックス設置部分

となること。 

(2) 増築前におけるエレベーターの昇降路の部分，共同住宅又は老人ホーム等の共

用の廊下又は階段の用に供する部分，自動車車庫等部分，備蓄倉庫部分，蓄電池

設置部分，自家発電設備設置部分，貯水槽設置部分及び宅配ボックス設置部分以

外の部分の床面積の合計が基準時における当該部分の床面積の合計を超えないも

のであること。 

(3) 増築又は改築後における自動車車庫等部分の床面積の合計，備蓄倉庫部分の床

面積の合計，蓄電池設置部分の床面積の合計，自家発電設備設置部分の床面積の

合計，貯水槽設置部分の床面積の合計又は宅配ボックス設置部分の床面積の合計

（以下この号において「対象部分の床面積の合計」という。）が，第２条第３項各

号に掲げる建築物の部分の区分に応じ，増築又は改築後における当該建築物の床

面積の合計に当該各号に定める割合を乗じて得た面積（改築の場合において，基

準時における対象部分の床面積の合計が同項各号に掲げる建築物の部分の区分に
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応じ基準時における当該建築物の床面積の合計に当該各号に定める割合を乗じて

得た面積を超えているときは，基準時における対象部分の床面積の合計）を超え

ないものであること。 
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